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【今月の一言】 

運動不足解消にと始めたピラティスも、気づけば 1

年半。近所に新スタジオができたのを機にジムを変え、

心機一転スタートしました。ウエアも新調したのでモ

チベーションもアップ！今年は少し難易度の高いレッ

スンにも挑戦してみようと思います。 （事務員 S） 

それでは今月もベイヒルズSR通信をお届けいたし

ます。 

学生アルバイトを雇う際に注意すべき

労働条件 

◆「アルバイトの労働条件を確かめよう！」キャン

ペーン 

厚生労働省では、全国の大学生等を対象に、多く

の新入学生がアルバイトを始めるこの時期に、自らの

労働条件の確認を促すことなどを目的としたキャン

ペーンを実施し（4月 1日～7月31日まで）、大学等

での出張相談やリーフレットの配布などを行っていま

す。｢勝手にシフトが変わっている！｣｢代わりにバイト

する人を見つけられないとやめられない｣｢忙しいと

休憩時間がもらえない！｣など、“おかしい”と思った

ら、まずは労働基準監督署等に相談することを呼び

かけています。企業としても、今一度、アルバイトを雇

う際の労働条件について確認しましょう。 

◆書面で労働条件を示す 

① 労働契約の期間 

② 契約期間更新の有無・上限・判断基準など 

③ 仕事の場所・内容・変更の範囲 

④ 始業終業時刻、残業の有無、休憩時間、休日・休暇、

交替のローテーション 

⑤ 賃金の決め方、計算と支払方法、支払い日（最低

賃金を下回らない） 

⑥ 退職時・解雇時の決まり 

⑦ 有期労働契約が5年を超えた反復更新時の、

無期転換申込みに関する事項・無期転換後の

労働条件 

なお、労働者が希望した場合は、メール等（印

刷できるもの）による明示も可能です。 

◆学業とアルバイトが両立できるようなシフト

を設定する 

学生の本分は学業であることを踏まえたシフ

ト設定が必要です。また、採用時に合意したシフ

ト変更等について、事業者が一方的に変更を命

じることはできません。 

◆アルバイトの労働時間も適切に把握する 

労働時間の管理が必要なのはアルバイトであ

っても変わりません。 

◆商品を強制的に購入させることや、一方的

にその代金を賃金から控除することは禁止 

公序良俗に反して無効となりますし、不法行為

として損害賠償が認められる可能性があります。 

◆遅刻や欠勤等に対して、あらかじめ損害賠

償額等を定めることは禁止！ 

遅刻等に対して、あらかじめ損害賠償額等を

定めることはできません。また、遅刻を繰り返す

などの規律違反行為への制裁として、無制限に

減給することはできません。 

【厚生労働省「令和7年度「アルバイトの労働条件

を確かめよう！」キャンペーンを全国で実施しま

す」】 

違法の可能性も…自爆営業に要注

意！ 

◆自爆営業とは？ 

自爆営業とは、従業員が会社の売上目標やノ

ルマを達成するために、自腹で自社の商品を購

入する行為を指します。例えば、郵便局員が年賀

はがきを自腹で購入するケースや、コンビニの従

業員が売れ残った商品を買い取るケースが典型

的です。従業員の経済的損失や精神的苦痛につ

ながるものとして、近年問題視されています。 

企業が従業員に対して売上目標やノルマを設

定すること自体は違法ではありません。しかし、

その達成方法や強要の度合いによっては、民法

や労働関係法令上の様々な問題が生じ得ます。 

◆問題となる事例 

厚生労働省もこうした自爆営業等を念頭に、

注意を呼びかけるリーフレット「労働者に対する

商品の買取り強要等の労働関係法令上の問題点」

を公表しています。ここでは、問題となる事例と

して以下が挙げられています。 

 使用者としての立場を利用して、労働者に不

要な商品を購入させた 

 労働者に対して自社商品の購入を求めたが、

労働者がこれを断ったため、懲戒処分や解雇

を行った 

 ほかにも、注意が必要なケースとして以下が挙

げられています。 

 従業員ごとに売上高のノルマを設定しており、

ノルマ未達成の場合には人事上の不利益取

扱いを受けることを明示していたところ、ノ

ルマ達成のため、労働者自身の判断で商品

を購入した 

 現実的に達成困難なノルマを設定し、ノルマ

未達成の場合には人事上の不利益処分を行

うこととしている 

自爆営業は従業員に大きな負担を強いる行為

です。行き過ぎたペナルティや買取り強要が生じ

ないよう、周知・管理の徹底に努めましょう。 

【厚生労働省「労働者に対する商品の買取

り強要等の労働関係法令上の問題点」】 

6月の税務と労務の手続 

［提出先･納付先］ 

2日 

 労働保険の年度更新手続の開始 

＜7月 10日まで＞ ［労働基準監督署］ 

10日 

 源泉徴収 

 税額・住民税特別徴収税額納付 

  ［郵便局または銀行］ 

 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降採用の労働者がいる場合＞ 

  ［公共職業安定所］ 

 特例による住民税特別徴収税額の納付 

  ［郵便局または銀行］ 

30日 

 個人の道府県民税・市町村民税の納付 

＜第 1期分＞ ［郵便局または銀行］ 

 健保・厚年保険料の納付 

  ［郵便局または銀行］ 

 健康保険印紙受払等報告書の提出 

  ［年金事務所］  

 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出 ［公共職業安定所］ 

 外国人雇用状況の届出 

（雇用保険の被保険者でない場合） 

＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

  ［公共職業安定所］ 

雇入時及び毎年一回 

 健康診断個人票 ［事業場］ 
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